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州の課税権をめぐる判例
― Quill判決を素材として―
𠮷 田　貴　明＊
要 旨
　州外法人に対して州は課税権を行使できるかどうかが争われた本判決において，法廷意見は，デュー・
プロセス条項に関して，裁判管轄権が争点となった先例を掲げ，これら先例の論理を課税管轄権にも拡
大した．そして，使用税に係る先例たる Bellas Hess判決のうちデュー・プロセス条項に係る部分を覆
し，州外法人に対して使用税の徴収・納付義務を賦課することは同条項に反しないと判示した．また，
州際通商条項については，外国との通商および各州間の通商を規制する権限を有する機関は，合衆国憲
法上，連邦議会と規定されている点を指摘した（ 1 編 8 節 3 項）．その上で，州外法人に対して州が使用
税の徴収・納付義務を賦課できるかどうかは，連邦議会が解決すべき問題であるのみならず，連邦議会
が解決する終局的な権限を有する問題であるとした．こうして法廷意見は，州際通商条項についてBellas 
Hess判決を維持し，州外法人への課税は同条項に反すると判示したのである．
　他方，White裁判官による一部同意・一部反対意見は，Bellas Hess判決のうち州際通商条項に係る部
分も覆すべきであるとした．同意見は，同判決が確立した現実の所在要件は通信販売事業には適合しな
いとして，かかる要件により課税に服するべきかどうかを判断すべきでないとした．また，同意見は，
法廷意見が先例拘束性の原理を偏重しすぎる点を批判し，この点からも，Bellas Hess判決を完全に覆す
べきであるとしたのである．
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　アメリカ合衆国において，州が州内に所在する法人に
対して課税することは，その課税権の範囲内であると考
えられる．しかし，州外法人に対して課税することは，
合衆国憲法，とりわけデュー・プロセス条項または州際
通商条項に反しないのであろうか．本稿では，通信販売
事業を営む州外法人に対して，州は使用税1）の徴収・納
付義務を賦課できるかが争われたQuill判決の論理を概観
する2）．
Ⅰ 事実の概要
　上訴人である Quill 社は，Illinois, California および
Georgiaの各州に事務所および倉庫を有するDelaware州
法人である．North Dakota州において勤務または居住す
る上訴人の従業員はおらず，同州内に上訴人の重要な有
形資産は存在しない．上訴人は事務用品を販売しており，
カタログおよびチラシ，全国誌での広告，ならびに，電
話勧誘を通じて顧客を募っている．上訴人の合衆国全土
における年商は 2 億ドルを超え，そのうち約100万ドル
は，North Dakota州における約3,000人の顧客に係るもの
である．上訴人は，同州内における事務用品販売業者の
中で 6 番目に大きく，同州外から同州の顧客に対して，
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郵便または公共運送によりすべての商品を配送している．
　売上税の当然の帰結として，North Dakota州は，同州
内における貯蔵，使用または消費目的で購入された資産
に対して，使用税を課している．同州は，同州内に「事
業所を有する」すべての「小売業者」に対して，消費者
から使用税を徴収し，同州に納付するよう求めている3）．
1987年，North Dakota州は「小売業者」という語の法律
上の定義を変更し，「州内において，消費者市場の通常ま
たは組織的な勧誘に従事するすべての人」を含むとした4）．
同州の規則は，次に，「通常または組織的な勧誘」を，12
ヶ月のうちに 3 以上の広告を行うことを意味すると定義
した5）．こうして，1987年以降，このような勧誘を行う
通信販売会社は，たとえ同州において財産または人員を
保持しておらずとも，課税に服してきた．
　上訴人は，North Dakota州は同州の顧客から使用税を
徴収するよう強制する権限を有しないとの立場を採った．
それゆえ同州は，同州租税委員会を通じて，上訴人に1987
年 7 月以降のすべての売上に係る租税の納付を求めて，
訴訟を提起した．事実審裁判所は次のとおり認定し，上
訴人の主張を認容する判決をなした．本件はBellas Hess
判決6）と区別できない．具体的には，North Dakota州は，
通信販売会社の利益のために租税収入を費やしているこ
とを示さなかったため，同裁判所は，「州がその意図のと
おり小売業者を定義できる連関はない」と認定した．
　North Dakota州最高裁判所は原判決を破棄し，経済お
よび法の双方における「大規模な変化」によって，Bellas 
Hess判決を支持することは適切ではなくなったと結論づ
けた7）．同裁判所がいう主たる経済の変化とは，通信販
売事業がめざましく発展したことであった．1967年にお
いては「比較的重要でない市場の隙間であった」が，
「1989年には驚くべきことに年商 1 億8,330万ドル」にも
達する「巨人」となった．さらに，同裁判所は，次のよ
うな見解を示した．コンピューター技術の進歩により，
州および地域の課税権限が課す「錯綜した義務」に従わ
せることは，きわめて容易となった．
　同様に重要なことは，North Dakota州最高裁判所の見
解によれば，「法の大勢」における変化であった．州際通
商条項に関して，同裁判所は次のとおり強調した．
Complete Auto判決8）は，州際通商に対する直接税は許容
されないとして一連の判決を否定した．そして，「争われ
ている租税が有する実際上の効果〔に焦点を当てた〕一
貫性のある合理的な審査方法」に代えて採用した9）．同
判決およびその後の判決は，North Dakota州最高裁判所
によって維持され，州際通商条項はもはやBellas Hess判
決において示された現実の所在という連関を求めていな
い点を示唆した．
　同様に，デュー・プロセス条項に関してNorth Dakota
州最高裁判所は，次のような見解を示した．「最小限の接
触」は，州の権限の行使を正当化する不可欠の要件とし
て州内における現実の所在を求めていると，Bellas Hess
判決を支持する判決は解釈していない．こうして，同裁
判所は結論づけた．「連関を確立する『最小限の連結』と
いうデュー・プロセスの要件は，Complete Auto判決の
テストに包含される．」そして，後者のテストの下におけ
る関連する審査は，「州は見返りに期待し得る保護，機会
または利益を提供している」かどうかである．
　本件に戻ると，North Dakota州最高裁判所は，次の点
を強調した．同州は，上訴人の製品に対する「需要を増
大させる経済状況」を創出し，市場を保護する法的基盤
を維持し，上訴人から同州へと毎年送付される24トンも
のカタログとビラを廃棄した．これらの事実に基づいて，
同裁判所は，次のとおり結論づけた．North Dakota州に
おける上訴人の「経済的実在」は，同州が提供するサー
ビスと利益に頼っている．それゆえ，「使用税を徴収し納
付するという，真の行政上の義務の賦課を正当化するに
憲法上十分な連関」が生じている．
Ⅱ 判 決
1 ．Stevens裁判官による法廷意見
　本件は，Bellas Hess判決と同様に，North Dakota州
外の通信販売会社（上訴人は，州内には，直販店と販売
代理店のいずれも有しない．）に対して，使用税（州内で
使用するために購入される商品に係るものである．）の徴
収および納付を求める州の企図に関する事件である．
Bellas Hess判決において，当裁判所は，次のとおり判決
した．Illinois州法は同様に第14修正のデュー・プロセス
を侵害し，州際通商に対して，憲法に違反する負担をも
たらした．とりわけ，当裁判所は，次のとおり判断した．
「Illinois州内における顧客との唯一のつながりが，公共
運送または合衆国郵便である販売者」は，同州との必要
最小限度の接触を欠いている．
　本件において，North Dakota州最高裁判所は，Bellas 
Hess判決にしたがわなかった．なぜなら，この四半世紀
における「とてつもない社会的，経済的，商業的および
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法的な革新」は，同判決を過去のものにしたからである．
上訴を受理したため，当裁判所はNorth Dakota州最高裁
判所の判決を破棄し，または，Bellas Hess判決を変更し
なければならない．同裁判所の理由の大部分に同意する
一方で，当裁判所は，前者の道を採用する．
　⑴　州外の販売者に対して州の租税法律を適用するこ
とに関する他の多数の判決のとおり，Bellas Hess判決
は，デュー・プロセス条項および州際通商条項の双方に
依拠している．Bellas Hess判決によれば，「 2 つの主張
は密接に関連する」ものの，両条項は，州の課税権に対
して異なる制限を課している．したがって，デュー・プ
ロセス条項にしたがい，州は特定の納税者に対して課税
する権限を有する一方で，かかる課税はなお州際通商条
項に違反することがある10）．
　 2 つの憲法上の要請は，いくつかの点で本質的に異な
る．⑶において，紙幅を割いて後述するとおり，デュー・
プロセス条項と州際通商条項は，異なる憲法上の考えを
反映している．さらに，連邦議会が州際通商を規制する
権限を有し，それゆえ，州際通商に負担を課し得る一方
で，連邦議会は，デュー・プロセス条項を侵害する権限
を同様に有するわけではない．
　このように，当裁判所は常に 2 つの条項を明確に区別
するわけではないものの，デュー・プロセス条項および
州際通商条項は，分析的には異なる．
　「このような問題を扱う場合において，『デュー・プロ
セス』および『州際通商』の概念は，常に明確に区別さ
れるわけではない．ある程度，それらは重なる．課税を
維持するデュー・プロセスを欠いている場合，その事実
のみによって，州際通商に対するいかなる租税負担も『適
正でない』こととなる．しかし，重なってはいるものの，
2 つの概念は同一ではない．デュー・プロセスの条件に
対して，取引と課税主体たる州との間には，課税を維持
するために，経済的および法的な効果を有する十分な事
実上のつながり以上のものがあり得る．しかし，通商に
対する税負担の効果のため，租税は失われ得る．そして，
2 つの考えは常に分割され得るわけではないものの， 2
つの問題が接近する場合には，考えと判断はより明確に
なる．この場合，2 つの問題は，少なくとも一時的には，
まったく異なり混ざらないものであるかのように示され
る．」11）
　Rutledge裁判官の勧告に留意しつつ，次に当裁判所は，
それぞれの憲法上の限界を検討する．
　⑵　デュー・プロセス条項は「州と，課税対象とする
人，財産または取引との間の確固たる関係，最小限の連
結（minimum connection）を求めている」12）．そして，
「課税の目的となる，州に基因する所得は，『課税主体た
る州に連結した価値』と合理的に関連していなければな
らない．」ことを求めている13）．ここで当裁判所は，これ
らの要請のうち，主として第一のものに関心をもつ．
Bellas Hess判決以前に，当裁判所は次のとおり判決し
た．かかる要請は，使用税に関するさまざまな状況にお
いて充足される．例えば，州内に販売員が存在し，また
は，地域小売店が保持されることは，その権限〔課税権〕
の行使を正当化する．なぜなら，販売者の地域における
活動は「明らかに，課税主体たる州の保護とサービスを
受けている」からである14）．最も広範な課税権は，Scripto
判決15）において認識された．販売者による州内における
勧誘はすべて独立した受託業者によって行われていたと
いう事実にもかかわらず，当裁判所は使用税を支持した．
これらの事件はすべて，州内におけるある種の現実の所
在と関連する．そして，Bellas Hess判決において当裁判
所は，そのような所在はデュー・プロセス条項の下で管
轄権に十分であるのみならず，必要でもあると述べた．
「小売店，訪問販売員または州内に財産を有する通信販売
業者と，一般的な州際事業の一部として郵便または公共
運送によって州内の顧客とやりとりをするにすぎない通
信販売業者との間の厳格な区別」を取り除くことを，当
裁判所は明確に否定した16）．
　当裁判所のデュー・プロセスに係る考え方は，Bellas 
Hess判決後25年の間に，特に司法的管轄権の分野におい
て実質的に発展してきた．影響の大きい International 
Shoe判決17）において，当裁判所は審査の枠組みを設けた．
それは「訴訟の継続が『公正な取扱いと実質的な正義と
いう伝統的な考え』を侵害しないような」管轄権につい
て，被告が最小限の接触を有するかどうかに関連する審
査の枠組みである．その考え方において当裁判所は，州
内における被告の「所在」に焦点を当てる形式的な審査
を禁じた．そして，被告の公共の場との接触により，合
衆国の連邦行政制度との関係において，その州における
訴訟の防御を求めることが合理的となるかどうかという，
より柔軟な審査を支持した．Shaffer判決18）において当裁
判所は，対人
4 4
管轄権の目的で International Shoe判決が示
した柔軟なアプローチを，対物
4 4
管轄権にまで拡大させた．
そして，「州裁判所の管轄権に係るすべての主張は，
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International Shoe判決および以後の判決において設けら
れた基準にしたがって審査されなければならない．」と結
論づけた．
　これらの原則を適用し，当裁判所は次のとおり判決す
る．州外法人が目的をもって州の経済的市場の利益を利
用する場合には，当該法人は，州内に現実に所在してお
らずとも，かかる州の対人管轄権に服する．Burger King
判決19）において，当裁判所が説示したとおりである．
　「こうした状況における管轄権は，単に被告が物理的に
4 4 4 4
州のフォーラムに参加していないからといって排除され
るわけではない．領域内に所在することが被告の州への
帰属性を潜在的に高め，州における訴訟の合理的な予見
可能性を強める．しかし，かなりの量の事業が郵便や有
線通信によって州境を越えて営まれていることは，現代
における商業の不可避的事実である．したがって，事業
が主宰される州内における現実の所在を必要としないこ
ととする．商業の担い手の努力が他の州の居住者に対し
て『目的をもって』なされる限り，当裁判所は一貫して，
物理的接触が存在しないことにより州の対人管轄権は及
ばないという考えを採用してこなかった（強調原文）．
　理由付けを比較することにより，州内において継続的
かつ広範な勧誘に従事している通信販売会社に対して徴
収義務を賦課することは正当化される．そのような法人
には，明らかに「その活動は，他州の管轄権に服し得る
公正な兆候」がある20）．「現代における商業」において，
大量のカタログによる勧誘は，集団の個別販売員による
ものに比して，ほとんど問題とならない．課税主体たる
州において法人が現実に所在していないことに関係なく，
デュー・プロセスの要請は充足される．したがって，使
用税の徴収義務の賦課について，デュー・プロセス条項
は州における現実の所在を求めていると当裁判所の判決
が示した限りにおいて，当裁判所は，デュー・プロセス
に係る法の発展により，かかる判決を覆す．
　本件において，上訴人が目的をもってNorth Dakota州
の居住者に対して活動していたことに疑いはない．そう
した接触の重要性は，デュー・プロセスの目的に十分で
ある．そして，使用税は，州へ接近したことによって上
訴人が得た利益と関連している．それゆえ，当裁判所は，
デュー・プロセス条項は上訴人に対する州の使用税の賦
課を禁じていないとするNorth Dakota州最高裁判所の結
論に賛同する．
　⑶　合衆国憲法 1 編 8 節 3 項は，連邦議会に対して
「外国との通商および各州間の通商を規制する」権限を明
確に与えている．連邦議会が何ら影響を与えない場合に
おける州際通商の保護について，同項は規定していない．
にもかかわらず，Johnson裁判官がGibbons判決21）にお
ける同意意見において示したとおり，州際通商条項は積
極的な権限以上のものを与えている．同条項は消極的に
〔権限を〕排除することもある．Stone裁判官の言によれ
ば，同条項は「それ自身の力によって」州際通商を妨げ
る州の特定の活動を禁じている22）．
　当裁判所における「消極的」または「眠れる」通商条
項に係る解釈は，長年にわたり実質的に発展してきた．
特に，同条項は州の課税権に対する制限を考慮するもの
として発展してきた23）．Brown判決24）に始まる当裁判所
における初期の事件は，広範に一掃した．そして，Leloup
判決25）において当裁判所は「いかなる形式によっても，
州際通商に対して租税を賦課する権限を有する州は存在
しない．」と宣明した．後に当裁判所は，そのルール狭め
た．そして，禁じられる州際通商に対する直接的な負担
と，一般的には禁じられない間接的な負担を区別した26）．
Western Live Stock判決27）およびその後の判決は，この
形式的，カテゴリカルな分析を採用しなかった．そして，
租税が「直接的」であるか「間接的」であるかではなく，
州際通商を多重課税の危険を与えるかどうかに焦点を当
てる「多重課税の法理」を採用した．しかし，Freeman
判決28）において当裁判所は再び，直接課税・間接課税の
形式的区別を採用し，Indiana州が行った特定の取引に係
る総収益に対する課税を無効とした．かかる形式的区別
を適用すると「州際取引に係る売上に対して直接税を賦
課することとなる」からである．最新の裁判例では，
Complete Auto判決において当裁判所は「意味の違いに
憲法上の重要性を付加する」というFreeman判決のアプ
ローチを採用しなかった．当裁判所はFreeman判決の成
果を明確に覆した．Spector判決29）において，同一の経済
的効果を有する異なる租税は違憲でないと認識する一方
で，「州際通商を行う特権」に対する課税は違憲であると
判示された．Spector判決は，Railway Express Agency判
決30）において当裁判所が述べたとおり，「魔法の言葉また
はラベル」が「別の合憲的な課徴税を無効とする」状況
を創出した．Complete Auto判決は「実務上の影響に対
する租税法律の形式的な文言」を顧みる重要性を強調し，
州際通商条項の下において州による課税の正当性に影響
を与える 4 段階のテストを設けた．
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　Bellas Hess判決は，このような形式主義と実用主義を
めぐる最後の応酬の中で，1967年になされた．North 
Dakota州最高裁判所の見解とは対照的に，この時機は，
Complete Auto判決がBellas Hess判決を「時代遅れ」と
したことを意味するわけではない．Complete Auto判決
は，Freeman判決および Spector判決が示した，州際通
商に対する「直接」税と「間接」税との形式的な区別を
採用しなかった．形式主義によれば，法律の正当性は「法
律用語」，「起草者の精神および用語法」によって左右さ
れるからである．Bellas Hess判決は租税に対するそのよ
うなラベリングのいずれにも依拠しなかった．それゆえ，
Freeman判決およびその後の裁判例と共に自動的に変更
されることはなかった．
　本件において初めて提起された問題であるならば，現
代における州際通商条項に係る法理は同様の結果をもた
らすかも知れない．その一方で Bellas Hess 判決は，
Complete Auto判決および最近の事件における当裁判所
の判断と矛盾することとなる．Complete Auto判決の 4
段階テストの下において当裁判所は，次の場合に限り，
州際通商条項への適合性に対して課税を維持する．かか
る「租税が，［ 1 ］課税主体たる州との実質的な連関を有
する活動に対して課され，［ 2 ］公正に配分され，［ 3 ］
州際通商を不利益に取り扱っておらず，そして，［ 4 ］州
が提供するサービスと公正に関係する」場合である．
Bellas Hess判決はこのテストの第 1 段階を考慮してい
る．そして，課税主体たる州との唯一の接触が郵便また
は公共運送である販売会社は，州際通商条項が求める「実
質的な連関」を欠くとする見解に賛同する．
　こうして，Complete Auto判決から 3 週間後，当裁判
所は Bellas Hess判決の見解を引用し，相当程度議論し
た．National Geographic Society判決31）において当裁判
所は，Bellas Hess判決の持続力を認容した．すなわち
「〔課税主体たる〕州において〔現実に所在する〕通信販
売会社と，一般的な州際事業の一部として郵便または公
共運送によって州内の顧客とやりとりをするにすぎない
通信販売業者との間の厳格な区別」を認容した．当裁判
所はこれまでBellas Hess判決を引用してきた．例えば，
Goldberg判決32）において当裁判所は「州際通話の終了は，
それ自体，州が通話に課税するに十分な実質的連関を提
供する（郵便の受領は十分な連関を提供しない）．」と説
示した．こうした理由により当裁判所は，Complete Auto
判決が Bellas Hess 判決の論理を切り落としたとする
North Dakota州最高裁判所の結論に同意しない．
　North Dakota州はComplete Auto判決にあまり依拠し
ておらず，デュー・プロセスの法理の発展に重きを置い
ている．同州は，デュー・プロセス条項および州際通商
条項によって求められる連関は同一であると主張してい
る．そして，当裁判所が結論付けたとおり，課税主体た
る州において現実に所在しない通信販売会社も「最小限
の接触」テストを充足するところ，同州は，この場合に
は，上訴人は州際通商条項の「実質的連関」テストにも
適合すると主張している．かかる主張は採用できない．
文言の類似性にもかかわらず，デュー・プロセス条項と
州際通商条項の連関要件は同一ではない． 2 つの基準は，
異なる憲法上の理念および政策によって活動する．
　デュー・プロセスの理念は，本質的に政府の活動の公
正性を中心としている．したがって，最も一般的には，
デュー・プロセスの連関分析は当裁判所に，州と個人の
連結はかかる個人に対する州の権限行使を正当化するに
十分かどうか尋ねることを求めている．それゆえ，当裁
判所は「告知」または「公正な警告」をデュー・プロセ
スの連関分析に係る試金石と同一のものとみる．対照的
に，州際通商条項および同条項の連関要件は，個々の被
告のための公正性に関する考慮というより，州の規制が
合衆国経済に対して与える影響に関する構造的な考慮で
ある．連合規約の下，州による租税や義務の賦課は州際
通商を妨げ抑圧した．合衆国憲法の起草者は，州際通商
条項はこのような構造的欠陥を改善するものと意図して
いた33）．このような観点から当裁判所は，州際通商条項
の消極的な含意を解釈してきた．したがって，当裁判所
は，同条項は州際通商に対して不利益に取り扱うこと，
および，不当な負担を課すことを禁じていると判決して
きた34）．
　Complete Auto判決における分析は，合衆国経済に関
するこのような考えを反映している．公正な配分および
不利益に取り扱わないことを求める同判決における第 2
および第 3 の分析は，州際通商に対する不公正な租税負
担を許容する課税を禁じている．実質的連関および租税
と州が提供するサービスとの関連性を求める第 1 および
第 4 のテストは，州の課税権を，州の課税が州際通商に
対して不当な負担を課さない範囲に制限する．このよう
に，「実質的連関」要件は，デュー・プロセスにおける
「最小限の接触」要件と同様に，告知の代用ではなく，州
による州際通商に対する負担を制限する手段である．し
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たがって，North Dakota州の主張とは対照的に，法人は，
州際通商条項によって求められる課税主体たる州との「実
質的連関」がない場合であっても，デュー・プロセス条
項によって求められる州との「最小限の接触」を有する．
　North Dakota州最高裁判所は，州際通商条項に関する
当裁判所の最近の判決を審査し，次のとおり結論づけた．
こうした判決は「より柔軟な実体的アプローチを支持し，
厳格な現実の所在テストが形式的に狭く解することから
退くこと」を示唆している．それゆえ，North Dakota州
最高裁判所は，Bellas Hess判決を適用しないとする判断
を支持した．当裁判所による判決の発展に対する評価に
ついて，当裁判所はNorth Dakota州最高裁判所に同調す
る．しかし，こうした発展がBellas Hess判決の州際通商
条項に係るルールをもはや妥当な法と解してはいないと
する同裁判所の結論に，当裁判所は同調しない．
　第一に，North Dakota州最高裁判所自身が述べたとお
り，これらの判決はすべて，課税主体たる州において現
実に所在する納税者に関するものであった．それゆえ，
これらは直接にはBellas Hess判決のルールと衝突せず，
または，変更されない．第二に，より重要なことに，当
裁判所の州際通商条項に係る法理は現在，より柔軟な衡
量分析を支持している．しかし，当裁判所が確立された
すべての「明確な線引き」テストを排除しようと意図し
たことはない．他の種類の租税に関する当裁判所の見解
において，当裁判所は，Bellas Hess判決が売上税および
使用税について確立した同一の現実の所在要件に言及し
なかった．しかし，当裁判所の沈黙はBellas Hess判決の
ルールを否定することを意味するわけではない．
　Complete Auto判決は確かに，Freeman判決およびそ
の成果を「形式主義的である」として否定した．しかし，
すべての形式主義が同様であるわけではない．Spector判
決における「事業を営む特権」に対して課される租税と，
他のすべての租税との形式的区別は，当裁判所の州際通
商条項に係る法理に何ら目的を与えるものではなかった．
しかし，同判決は「軽率な起草者に対する落とし穴とし
てのみ」機能する35）．対照的に，Bellas Hess判決の明確
な線引きルールは，眠れる通商条項の限界を拡大させた．
州際通商に対する不当な負担は，特定の規制または租税
によって賦課された実際の負担を事例ごとに評価するこ
とによって回避されなければならない．のみならず，あ
る状況においては，州際課税されない商業活動につき別々
の限界を設定することによっても回避されなければなら
ない．Bellas Hess 判決は後者のアプローチを支持し，
「〔課税主体たる〕州における顧客との唯一のつながりが
公共運送または合衆国郵便である」販売者に対してセー
フハーバーを設けた．Bellas Hess判決の下，そのような
販売者は，売上税および使用税を徴収するという州によ
って課される義務を負わない．
　他の明確な線引きテストと同様に，Bellas Hess判決の
ルールは，その境界において人為的と思われる．州が販
売者に対して売上税または使用税の徴収を強制し得るか
どうかは，州における販売員，工場または事務所の所在
に左右される．この人為性は，しかし，明確なルールに
よる利益に吸収される．そのようなルールは確かに，州
が売上税および使用税を徴収する義務を賦課する合法的
な権限の限界を確立し，それらの租税をめぐる訴訟を減
少させる．当裁判所が頻繁に指摘してきたとおり，この
利益は重要である．この分野における当裁判所の法は「泥
沼」のようなものである．そして，「特定の州法に対する
憲法原則の適用は，大きな議論の余地および混乱を残す
が，州に不可欠の課税権の行使について，詳細な手引を
もたらすものではない」36）．
　さらに，売上税および使用税の分野における明確な線
引きルールは，確固たる期待を抱かせもする．そうする
中で，会社と個人による投資が促進される．実際，この
四半世紀における通信販売産業の劇的な成長は，部分的
には，Bellas Hess判決において設けられた明確な線引き
による州税の課税除外によると思われる．
　明確な線引きテストの利益にもかかわらず当裁判所は，
ある状況において，そのようなテストをより事情に即し
た衡量審査に置き換えるという判断をなした．例えば，
Arkansas Electric判決37）において当裁判所は，Attleboro
判決38）において設けられた明確な線引きテストを再考し
た．Attleboro判決は，州による電気の卸売り
4 4 4
に係る規制
と小売り
4 4 4
に係る規制を区別した．前者は，州際通商に係
る「間接的な」規制であるとして合憲とされ，後者は，
州際通商に係る「直接的な規制」であるとして違憲とさ
れ た．Arkansas Electric 判 決 に お い て 当 裁 判 所 は，
「Attleboro判決において設けられた機械的なテストと，州
際通商条項の判決において適用された利害衡量テストの
いずれを支持するか」考慮した．当裁判所は当初，「先例
4 4
拘束性
4 4 4
の原理は，当裁判所に忠告する．本件においても，
当裁判所がAttleboro判決において認定した具体的手引の
一種を安易に無視すべきでない．」と解していた39）．
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Attleboro判決の分析を採用しないと判断する際に当裁判
所は，次のような事実に影響された．「機械的なテスト」
は「時代錯誤である」という事実，当裁判所は同テスト
にほとんど依拠してこなかった事実，および，同テスト
を採用しないことによって覆されるであろう〔同テスト
に〕「依拠する大きな利益を見出す」ことはできない事実
である40）．本件において，これらの要因はいずれも関係
しない．第一に，Attleboro判決のルールは「時代錯誤」
である．なぜなら，同判決は「直接的な」規制と「間接
的な」規制との形式的な区別（ならびに，Freeman判決
に連なる判決の規制に相当するもの）に依拠していたか
らである．上述のとおり，Bellas Hess判決は異なる論理
を展開した．それゆえ，Complete Auto判決において当
裁判所が類似の区別を否定した後も，Bellas Hess判決は
有効であった．第二に，Attleboro判決のルールとは異な
り当裁判所は，この25年間の判決において，Bellas Hess
判決のルールに頻繁に依拠してきた．そして，売上税お
よび使用税に係る見解において当裁判所は，Bellas Hess
判決を根拠のないものと示唆したことはない．最後に，
Attleboro判決のルールとは再度異なり，Bellas Hess判
決のルールは実質的に依拠され，大きな産業の基礎的な
枠組みの一部となった．先例拘束性
4 4 4 4 4
の原理を補強する「法
の安定性および整然たる発展への関心」は，それゆえ，
確立した先例の堅持を忠告する41）．
　要約すると次のとおりである．Bellas Hess判決後の判
決および他の種類の租税を考慮する場合において当裁判
所は，同様の明確な線引き〔および〕現実の所在要件を
採用してこなかった．しかし，それらの判決における理
由づけは，売上税および使用税の分野において Bellas 
Hess判決が確立したルールを，現在において拒絶するこ
とを強制してはいない．対照的に，この分野における明
確な線引きルールが引き続き存在する価値，および，先
4
例拘束性
4 4 4 4
の原理は，Bellas Hess判決のルールが依然とし
て適切な法であることを示唆している．これらの理由か
ら当裁判所は，Bellas Hess判決の明確な線引きテストを
否定する時が来たとするNorth Dakota州最高裁判所の結
論に同調しない．
　当裁判所によるこの見解は，次のような事実によって
容易にもたらされる．〔本件は〕根本的には，連邦議会が
解決すべき問題であるのみならず，連邦議会が解決する
終局的な権限を有する問題であるという事実である．州
際通商に対して課された使用税の負担を当裁判所がどの
ように評価しようとも，連邦議会は当裁判所の結論に同
調しないことができる．実際，連邦議会は近年，Bellas 
Hess判決のルールを「変更する」立法を検討した．この
方向において訴訟を提起しないという判断は，当然に，
デュー・プロセス条項はそのような課税を禁じていると
したBellas Hess判決を尊重することによってなされた．
しかし，今日，当裁判所はその問題に触れないこととし
た．したがって，連邦議会は現在，州際的な通信販売に
対して州は使用税を徴収する義務を賦課することができ
るか，できるとすれば，いかなる場合に，どの程度まで，
賦課することができるかを自由に判断できる．
　実際，当裁判所がBellas Hess判決は州際通商条項に係
る法理に矛盾すると確信したとしても，「まさにこの事実
は，当裁判所に対して，少なくとも今は，その手に留め
ておくよう中断と助言を与えるかもしれない．連邦議会
は，許容し得ない，または，望ましくない負担から，州
際通商を保護する権限を有している」42）．この状況におい
て「より賢明でより勇敢なことは，連邦政府における他
の部門による判断を尊重する」ことであろう43）．
　North Dakota州最高裁判所の判決を破棄し，本件にお
ける法廷意見に合致する一層の手続のため，事案を差し
戻す．
2 ．White裁判官による一部同意・一部反対意見
　本日，当裁判所は，Bellas Hess判決のうち，第14修正
のデュー・プロセス条項の下，州内に「現実の所在」を
有しない州外の通信販売会社に対して使用税を徴収する
責任を課すという州の権限を制限する見解を否定する．
しかし，当裁判所は，Bellas Hess判決を覆すべきである
のに，完全には覆さなかった．私の見解によれば，当裁
判所は，Bellas Hess判決のうち，通商条項の下において
当裁判所の判決を正当化する部分をも覆すべきである．
それゆえ，私は敬意をもって〔多数意見のうち〕⑶に反
対する．
　⑴　多数意見は⑶において，当裁判所の州際通商条項
に係る法理の下，Bellas Hess判決の現実の所在要件を正
当化する労を惜しまない．私は多数意見による判例の解
釈に納得できていない．Bellas Hess判決において多数意
見は，通信販売の州際的な性質をかなり重視し「本件に
関する通信販売取引に比して，商取引を性質において完
全に州際的と考えることは困難である．」と述べた．多数
意見が正確に解するとおり，州が「完全に州際的な」取
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引に課税することを禁ずるという考え方は，何十年もの
間，当裁判所の法理の重要な部分であった．これは，State 
Freight Tax判決44），Freeman判決および Spector判決等
に，断続的に及んでいる．しかし，多数意見は次のとお
り認識している．当裁判所は，「州は，適切に起草すれ
ば，州際通商条項によって禁じられる効果を創出しない
限り，完全に州際的な通商に課税できる．」と判示し始め
た45）．Bellas Hess判決はこのような州際通商条項に係る
法理をめぐる混乱の中で判断されたのである．にもかか
わらず，多数意見は，この混乱期からまったく誤った結
論を導き出している．
　多数意見は，Bellas Hess判決を Freeman判決および
Spector判決とは異なって描こうとしている．なぜなら，
Bellas Hess判決は州際通商に対して「直接的」および
「間接的」な効果を有する租税というラベリングに「依拠
しなかった」からである．こうして，多数意見は，Bellas 
Hess判決はComplete Auto判決における当裁判所の判断
において，「Freeman判決およびその後の裁判例と共に
自動的に変更されることはなかった．」と結論づけてい
る．私はBellas Hess判決をFreeman判決およびSpector
判決と区別するこの試みに納得できていない．両判決と
も当裁判所によって否定されている46）．当裁判所が
Complete Auto判決において否定したことは，「州際通商
に対する『直接的』課税と『間接的』課税の形式的区別」
のみならず，Bellas Hess判決における現実の所在ルール
基礎となるすべての考え方，すなわち，「州際通商は州の
課税を免除される」ことである．
　Bellas Hess判決は「Complete Auto判決および当裁判
所の最近の判決と矛盾している」ことを示そうとするこ
とにより，多数意見はその誤った解釈と帳尻を合わせて
いる．これは，Bellas Hess判決を適切に批判した評釈者
には初耳であろう．実際，多数意見は次のとおり主張す
る際に，かなりの剛勇を誇示している．Complete Auto
判決の数週間後になされたNational Geographic判決にお
いて当裁判所は，Bellas Hess判決の持続力を再度認容し
た．
　National Geographic判決における当裁判所の判断は，
正反対である．同判決は，National Geographic Societyは
California州において使用税を徴収する義務を負うと判断
した．National Geographic Societyは，本件およびBellas 
Hess判決と同様に，州外の通信販売事業を営んでおり，
California州において広告を行う 2 つの小さな事務所を所
有してもいた．National Geographic Societyは，次のと
おり主張した．California州における現実の所在は通信販
売の売上に関係しない．それゆえに，Bellas Hess判決の
ルールにより，当裁判所は，租税を徴収する責任は課さ
れ得ないという判決を余儀なくされる．当裁判所はその
見解を明確に否定し，次のとおり判決した．「州外の販売
者であるNational Geographic Societyに対して使用税を
徴収し納付するよう求めるために不可欠の連関は，使用
税を徴収する義務が州内における販売者の活動と関係し
ているかどうかではなく，事実関係が（州と）課税対象
とする人
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との間の『確固たる関係，最小限の連結』を示
すかどうかである」47）．
　取引の
4 4 4
連関という考え方をすべて審査から切り離すこ
とにより，National Geographic判決法廷意見は，実際に，
Bellas Hess判決における多数意見の自由取引原理を否定
した．代わりに，National Geographic判決法廷意見は，
デュー・プロセス型の最小限の接触分析に依拠した．販
売者の課税されている州内取引から完全に分離したつな
がりが販売者と州との間に存在するかどうかを審査する
分析である．Bellas Hess判決を引用しているにもかかわ
らず，National Geographic判決法廷意見が Bellas Hess
判決の原理を採用せず，むしろ丁重に無視したことは明
らかである．完全に州際的な販売に係る租税に対して，
Bellas Hess判決のルールにおいて具体化された自由取引
原理が1967年以前の当裁判所の判決によって求められる．
これに私が同調するとしても，それゆえに私は，多数意
見の最初の前提，すなわち，Bellas Hess判決に対する実
体的な支持は当裁判所の判決によって否定されていない
とする前提には，根拠がないと考える．
　⑵　多数意見は次に，デュー・プロセス条項の下にお
ける「連関」要件と州際通商条項の下におけるそれを区
別するという，未知で不安定な展開を始める．多数意見
が説示するとおり「文言の類似性にもかかわらず，デュ
ー・プロセス条項と州際通商条項の連関要件は同一では
ない． 2 つの基準は，異なる憲法上の理念および政策に
よって機能する．」多数意見が適切に判示する，デュー・
プロセスにおける連関は，本件に適合する．「政府による
活動の基本的な公正性を問題としている．」州際通商条項
の連関要件は，他方で，「個々の被告のための公正性に関
する問題というより，州の規制が合衆国経済に対して与
える影響に関する構造的な問題によって告知される．」
　Complete Auto判決を引用し，多数意見は，州際通商
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条項における連関要件は，「デュー・プロセスにおける
『最小限の接触』要件と同様に，告知の代用品ではなく，
州による州際通商に対する負担を制限する手段である．」
と説明する．これは非常に興味深い．なぜなら，州際通
商が不公正な負担を課されないために，公正な配分およ
び不利益に取り扱わないことを求めるComplete Auto判
決の第 2 および第 3 のテストは，現在，連関要件を機能
させているようである．それは，Complete Auto判決に
おける第 1 のテストである．多数意見は，この奇抜な判
例解釈に先例性はないことを十分に認めている．そして，
デュー・プロセスの十分な接触を認定したことはなく，
州際通商条項の下における連関が十分でないと認定した
ことを十分に認識している．
　当裁判所は，Complete Auto判決のテストにおけるデ
ュー・プロセスの要件の存在を認めてきた．このような
当裁判所の判決を否定しようとする多数意見の試みもま
た，説得的でない．州際通商条項における連関要件の理
論的な起源を説明する代わりに，多数意見は端的にルー
ルを述べ他の問題へと移る．私の見解によれば，合衆国
憲法が容易に区別できる「連関」要件に係る審査を求め
ているという主張に基礎を置く前に，当裁判所の懸念が
典型的には州の課税の公正性と他の価値のいずれにある
かをより理解するために，「連関」要件の起源を認識する
ことが賢明であろう．
　Complete Auto判決法廷意見が 4 段階テストの連関要
件を導出する際に参照した先例により，私は，「連関」の
問題は真にデュー・プロセスの公正性の問題であると確
信した．Complete Auto判決における 4 段階テストの源
を説示するに際して，当裁判所はFreeman判決において
Rutledge裁判官が執筆した個別の同意意見に相当に依拠
した．Complete Auto判決法廷意見は，Freeman判決の
多数意見を総合的に否定していた．州が州際通商に課税
しているかを形式的に審査する代わりに，Complete Auto
判決法廷意見は，Freeman判決においてRutledge裁判官
が用いたより機能主義的なアプローチを採用した．審査
を行うにあたり同裁判官は今日に至るまでよく知られた
文言を用い，次のとおり述べた．活動が州に「課税管轄
権」を与えるに十分な連結を欠いている場合，州際通商
を不利益に取り扱う場合，または，活動が多重課税を受
ける場合において，課税は違憲である48）．その後，
Rutledge裁判官は，Memphis Natural Gas判決49）におい
てこれらの原則を洗練させた．Complete Auto判決法廷
意見が後に実質的に採用するこの原則を，同裁判官は次
のように説明した．「その見解におけるあらゆるデュー・
プロセスの制限，または，『課税管轄権』が考慮される限
りにおいて，租税は明らかに州が課税する権限の範囲内
にある．これは，本件における租税の賦課を維持するに
十分である．租税は差別的でなく，公正に分配され，他
のあらゆる州によって繰り返され得ない」50）．
　当裁判所がNorthwestern States Portland Cement判決
をなすまでに，Rutledge裁判官は退官していた．しかし，
デュー・プロセス条項における根拠としての連関要件と
いう同裁判官の見解は，圧倒的に採用された．デュー・
プロセス条項および州際通商条項を基礎とする州の租税
を否定する際に，当裁判所は次のとおり述べた．「租税
は，納税者の所得のうち，課税主体たる州内における活
動から生ずる部分にのみ賦課される．これらの活動は，
『租税と，かかる租税が賦課される州の領域内における取
引との間の』十分な『連関』を形成する」51）．続けて当裁
判所は，次のような見解を示した．「当裁判所の判断に関
して，本件における各法人はデュー・プロセスの要件を
充足する『確固たる関係，最小限の連結』を構築するほ
どローカルの事象に十分に関連してはいないと述べるこ
とは，現実に重圧をかける」52）．Complete Auto判決にお
いて，当裁判所が 4 段階〔のテスト〕全体を述べたとき，
連関要件は当然に，州際通商条項ではなく，デュー・プ
ロセス条項に基づく問題に帰し得た．これは，当裁判所
がそのルールを明らかにするために既存の理論を議論し
たとおりである．現在の当裁判所にとって，州際通商条
項に係る法理は別個の考え方を支持すると主張すること
は，先例または説明を伴わない．
　州際通商条項の下において，そのような独立した要件
が存在するとしても，当裁判所が維持する現実の所在ま
たは連関のルールと，かかるルールを正当化するとされ
る州際通商条項の考慮との間に関係はない．以前は，販
売者の「現実の所在」は，そのような所在を課税の条件
とする取引につき，十分な条件であっただろう．しかし，
今日の経済において現実の所在は，州が課税しようとす
る取引についてほとんど役割をもたないことが少なくな
い．何十億ドルもの電信送金が毎日行われており，購入
者は FAX，電話またはパソコン通信によって販売者に注
文をする．販売者は，事業所を離れることなく，航空便，
陸便，船便等，さまざまな配送サービスにより商品を送
付する．戸別訪問販売員の時代が過去のものでないこと
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は，確かに正しい．にもかかわらず，州外のダイレクト
マーケター〔顧客に対して直接勧誘活動を行う事業者〕
は，その事業を行う州から莫大な商業利益を得ている．
こうした利益には，信用取引を支える安定した地元の金
融機関，商品の対価を販売者の顧客から受領することを
確保する裁判所，および，通信販売の勧誘によって生じ
た廃棄物を処理する手段を設立する法が含まれる．また，
購入者および販売者も同様に保護する消費者保護法の制
定・施行が含まれる．購入者は，詐欺に対する即時の保
護手段を保証することによって保護される．販売者は，
信頼できる通信販売事業者の利益となる消費意欲を創出
することによって保護される．デュー・プロセスの目的
のために確立された連関要件から独立して州際通商条項
における連関要件を初めて設けることと，経済の観点か
ら現実の所在という時代遅れの考え方を正当化しようと
することは，まったく別である．
　⑶　このような状況において，現実の所在要件の維持
が合理的でないことは明白である．
　多数意見による分析およびNational Geographic判決に
おける当裁判所の判断によれば，次のとおり解される．
1 人の販売員を州内に有する州外の販売者は，通信販売
による売上がかかる販売員による勧誘の努力に関係せず
とも，その売上すべてにつき使用税を徴収する負担を課
される．対照的に，隣接する州における州外の販売者は，
課税主体と想定される州において，支配的な企業となり
得る．この販売者は，製品につき使用税を免れるという
価格の優位性によって大きな社会基盤の負担を生み出し，
地元企業を切り落とす．にもかかわらず，課税主体たる
州における現実の所在がなければ，販売者は，そうした
租税を徴収する必要はない．多数意見は，現実の所在ル
ールに執着する．その根拠は，公正性との合理的な関係，
または，州際通商条項の基礎となる原則と関係する経済
的原理ではなく，明確な線引きルールの利便性であるに
すぎない．私は，それを堅持する利便性よりも，それが
生み出す不公正に着目する．本件では，利便性を譲歩す
るべきである53）．ある事業形態（通信販売）について，
競合企業のために相殺する優位性以外に，州際通商のタ
ックス・シェルターを創出するルールを持続させる合理
性は，さほど疑わしくはない．州際通商条項が事業の公
平性に資するものと意図されたならば，多数意見のルー
ルはその目標を達成する方法ではない．実際，「州際通商
条項における連関」要件に係る多数意見の説明の下にお
いても，ほぼ間違いなく，ダイレクトマーケター以外の
小売業者に対するルールの不公正さが考慮されるべきで
ある（多数意見は，州際通商条項における連関要件は，
「州の規制が合衆国経済に対して与える影響に関する構造
的な問題」に対処すると述べている．）．私は，年間1,800
億ドルの産業を支持する保護貿易論者のルールは，その
ような「構造的な問題」の範囲内にあると考える．
　⑷　多数意見はさまざまな方法により，「人為的な」ル
ールを適切に認めたことを正当化しようとしている．第
一に，多数意見は，Bellas Hess判決の原則は「確かに，
州が売上税および使用税を徴収する義務を賦課する合法
的な権限の限界を確立」すると主張している．しかし，
多数意見がその目的を達成するかは非常に疑わしい．確
かに，当裁判所の判決は，通信販売会社がしたがうべき
2 つの「明確な線引き」ルールを示している．本件にお
いて再度認容された現実の所在要件の下，通信販売会社
は，課税主体たる州において現実に所在しない場合には
使用税の徴収義務に服さない．National Geographic判決
のルールの下，通信販売会社は，課税主体たる州におい
て所在する場合には，課税される取引と何ら関係せずと
も使用税の徴収義務に服する．これら細い線の間に，使
用税を徴収する責任の賦課を正当化するために不可欠な
「現実の所在」を構成するものは何か，という問題が存在
する．
　この問題に正面から対峙する代わりに多数意見は，
North Dakota州によって説明されているにもかかわらず，
同州における上訴人の現実の所在は同州の使用税の徴収
義務を正当化するに十分かどうかという興味深い分析の
みを提供する．North Dakota州は次のとおり主張する．
多数意見がBellas Hess判決のルールを再度認容すべきだ
としても，同州における上訴人の現実の所在は，使用税
の徴収に関する法の適用を正当化するに十分である．上
訴人は，North Dakota州における顧客に送付されるソフ
トウェアを保有していると譲歩するが，そのような財産
は連関の認定を正当化するには充分でないと主張してい
る．私の見解では，上訴人の実際の現実の所在という問
題は，多数意見が提唱する真に「明確な線引き」ルール
に対する多数意見の信頼に疑問を投げかけるにほぼ十分
である．合理的に考えれば，確かに，使用税の徴収責任
の賦課を正当化するに十分な「現実の所在」を作り上げ
るために求められるものは異なり得る．本年だけで州の
収入は推定32億ドル失われるため，「現実の所在」の恣意
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性すべてが当裁判所において審査されることが肝要であ
る．
　多数意見は次に，「明確な線引き」ルールは「確固たる
期待」を抱かせ，事業投資を促進させると説明する．法
的安定性は事業の信頼を大きくさせる．しかし，現実の
所在要件の終焉を示唆するBellas Hess判決後の多数の先
例にもかかわらず，通信販売事業は飛躍的に発展してき
た．さらに，確固たる期待を抱かせるとする不適切な正
当化を除き，多数意見の外観は，実際に，他の小売業者
に損失を与えるほど，州外のダイレクトマーケターを支
持するという実体的な経済的判断を含意している．「この
四半世紀における通信販売産業の劇的な成長」に関して，
Bellas Hess判決のルールを正当化することにより，多数
意見は本件において，経済的優先事項を効果的に賦課し
ている．多数意見は連邦議会に，この分野において立法
するよう促している．これは，多数意見の優先事項は不
変ではなく，そのアプローチが過去の事例と異なること
を示唆する．かかる事例において当裁判所は，州の立法
が州際通商に係る州の取り分に納税義務を課す場合には，
州の立法に敬譲を示してきた54）．
　最後に，多数意見は，Complete Auto判決自体に比し
て先例拘束性の原理
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を非常に重視している．同判決が示
すとおり，当裁判所は，その後の判決を考慮すると先例
が時代遅れとなった場合において，州際通商条項の下に
おける先例の変更を回避しているわけではない．先例拘
4 4 4
束性の原理
4 4 4 4 4
（確固たる期待を覆すことに対する消極性）
の理論的根拠を典型的に求められた先例は，本件におい
て特に弱い．上訴人のような企業が業務を行う場合に，
課税されることなく「確固たる期待」を求めることは合
理的でない．上訴人と法廷助言者はいずれも，投資の判
断，または，Bellas Hess判決を変更する際に不公正さを
示した信頼利益を指摘していない．そして，現代におけ
るコンピューターおよびソフトウェア技術を考慮すると，
ルールにしたがう費用はわずかであろう．上訴人が過去
のルールへの信頼を発展させる限りにおいて，上訴人が
North Dakota州の立法府によって制定された法にしたが
わなかったことから，私は，上訴人の信頼に合理性はな
いと考える．公正に選出された公務員による熟慮の上の
判断を無視する企業に報いる代わりに，当裁判所は次の
とおり主張すべきである．租税を違憲であるとして争う
適切な方法は，かかる租税を納付し（または，本件にお
いては徴収・納付し，もしくは，第三者預託に付し），そ
の後，宣言的判決および還付を求めて訴訟を提起するこ
とである．上訴人が，州の租税法律は違憲であるとの判
決を経る前にかかる法律にしたがわなかったことは，上
訴人の信頼利益が合理的であるとの判断にほとんど関係
しない．
　多数意見は，直接述べはしないが，次のとおり示唆し
ている．先例拘束性の原理
4 4 4 4 4 4 4 4
を求める根拠は，Bellas Hess
判決を覆すことによって，遡及的な責任が課されるとい
う危惧である．James B. Beam Distilling判決55）において
私が考えたとおり，そのような危惧は根拠のないもので
ある．なぜなら，誰も「連邦制において，いかなる判決
についても，自動遡及を適切に主張できない」からであ
る56）．当裁判所は，Bellas Hess判決を覆す潜在的な効果
を検討しない
4 4 4
ために裁量上訴を受理したとして，問題を
明確に限定した．そのため，私は，当裁判所はその問題
を将来に委ねるべきであると考える．実際に，本件にお
ける多数意見の判断が遡及効に係る危惧によってなされ
たならば，私の見解では，そうした懸念によって当裁判
所による適用可能な実体的ルールの形成が影響を受けた
というよりは，そうした懸念に直接対処するために当裁
判所は貢献したといえよう．
　連邦議会はこの法分野に対処し得るし，対処すべきで
ある．しかし，当裁判所は，その時にどれほど正しいと
しても，その後の判決および経済の現状はもはや合理的
に正当化され得ないことを理由として，判断を支持する
べきではない．Bellas Hess判決における州際通商条項に
係る見解は，同判決におけるデュー・プロセス条項に係
る部分と共に，変更されるべきである．
お わ り に
　本判決では，州外法人に対して州は課税権を行使でき
るかどうかが争われた．本判決において法廷意見は，デ
ュー・プロセス条項に関する先例として，Shaffer判決お
よび International Shoe判決を掲げた．両判決は裁判管轄
権が争点となった先例であるものの，法廷意見は，これ
ら先例の論理を課税管轄権にも拡大した．そして，使用
税に係る先例たるBellas Hess判決のうち，デュー・プロ
セス条項に係る部分を覆し，州外法人に対して使用税の
徴収・納付義務を賦課することは，同条項に反しないと
判示した．
　また，州際通商条項について法廷意見は，外国との通
商および各州間の通商を規制する権限を有する機関は，
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合衆国憲法上，連邦議会と規定されている点を指摘した
（ 1 編 8 節 3 項）．その上で，州外法人に対して州が使用
税の徴収・納付義務を賦課できるかどうかは，連邦議会
が解決すべき問題であるのみならず，連邦議会が解決す
る終局的な権限を有する問題であるとした．こうして法
廷意見は，州際通商条項についてBellas Hess判決を維持
し，州外法人への課税は同条項に反すると判示した．
　他方，White裁判官による一部同意・一部反対意見は，
Bellas Hess判決のうち，州際通商条項に係る部分も覆す
べきであるとした．同意見は，同判決が確立した現実の
所在要件は通信販売事業には適合しないとして，かかる
要件により課税に服するべきかどうかを判断すべきでな
いとした．また，同意見は，法廷意見が先例拘束性の原
理を偏重しすぎる点を批判し，この点からも，Bellas Hess
判決を完全に覆すべきであるとした．
　本判決は，使用税に係る州の課税権について，先例を
一部覆し，連邦最高裁判所としての新たな判断を示した．
使用税以外の租税に係る州の課税権について，本判決は，
どのような先例と位置付けられるだろうか．この点に係
る詳細な考察は，別稿に譲ることとしたい．
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